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神奈川県立相模湖公園及び神奈川県立相模湖漕艇場

指定管理者募集要項

　神奈川県では、県民サービスの向上と経費節減を図るため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定及び各施設の設置に係る神奈川県条例の規定に基づき、指定管理者制度を導入していますが、相模湖公園と相模湖漕艇場については、同一の敷地内に設置されており、緊急財政対策に取り組む中で、両施設を一体的に管理した方が、サービス向上、経費節減等の観点から、より効率的、かつ、効果的な運営になるものと期待されるため、両施設について、指定管理者の一括募集を行います。

なお、各施設の管理運営方針等については、別冊の「管理運営業務の内容及び基準」に示します。
<はじめに>
＜神奈川県立都市公園＞

神奈川県では、県立都市公園の面積拡充と県土全体での均衡配置を主な目標として事業を推進し、平成25年４月１日時点で25箇所、合計約644ヘクタールの県立都市公園を開園しています。

これらの25公園は、下賜された皇室財産や転用された軍用地などの優れた自然や歴史の資源を保全活用することに始まり、様々な特色ある自然環境や景観、歴史的・文化的資源等を活用した公園や、スポーツやレクリエーション、休憩、自然観察、農業体験等様々な楽しみ方のできる公園づくりを進めており、いずれの公園も個性豊かな地域のシンボルとして、県土づくりの重要な基盤となっています。

そのような中、また、厳しい財政状況下において、発生が危惧される大規模地震への備えや急激に進む少子高齢化や人口減少、社会資本の高齢化、地球温暖化やヒートアイランド現象、生物多様性等の環境への対応等の今日的な課題に対しても、県立都市公園として取り組んでいくことが求められています。

　また、県立都市公園では、指定管理者制度の定着や県民の参加意識の高まりなどから、県民、ＮＰＯ、企業等多様な主体の管理運営への参画や連携が進み、更には地域の活性化への寄与など、都市公園へのニーズは多様化しより高度なものへと移り変わってきています。

このような県立都市公園の特性や取り巻く状況などを十分に理解し、今後ともより多くの方々が来園し満足して御利用いただけるよう、その結果として県民生活が潤いある、より豊かなものとなるよう、ともに魅力ある公園づくりを目指していただく県立都市公園の指定管理者を募集します。

＜神奈川県立相模湖漕艇場＞
神奈川県では、昭和38年に相模湖に神奈川県立相模湖漕艇場を設置し、ボートの競技等を通じて県民のスポーツの振興を図っているところです。

　　　このたび、相模湖漕艇場の管理業務を効果的かつ効率的に行うため、地方自治法（昭和22年法律第67　

号）第244条の２第３項及び神奈川県立相模湖漕艇場条例（昭和38年神奈川県条例第40号）第５条の規定に基づき相模湖漕艇場施設の管理に関する業務を行う指定管理者の募集を行います。

【相模湖漕艇場の沿革】
相模湖漕艇場は、昭和30年に第10回神奈川国体漕艇競技会場として開場し、昭和34年に第18回オリンピック東京大会会場として内定し、これを受けて改修工事を行い、昭和38年に県の施設としてオープンしました。昭和39年にオリンピックカヌー競技が開催された後、昭和40年に2,000ｍコースが新設されました。
その後、昭和62年に相模湖カルチャーパーク構想の一環として、また、平成10年のかながわ・ゆめ国体の漕艇競技会場として再整備が行われ、平成６年に新管理棟・艇庫が、平成９年に新1,000ｍコースがそれぞれ完成しました。

１　施設の概要
(1) 名称及び所在地
別表１（24頁参照）のとおり
(2) 施設の設置目的
ア　相模湖公園

様々な特色ある自然環境や景観、歴史的・文化的資源等を活かし、都市の中の緑とオープンスペースを有する公園として、広く県民が休憩やレクリエーション、スポーツ、各種活動、体験学習等の便益を享受できる施設として、また、都市環境の改善や地域の活性化に寄与し、大規模災害が発生した場合には広域避難地等として機能するために県立都市公園を設置する。
　イ　相模湖漕艇場

　　　　ボートの競技等を通じて県民のスポーツの振興を図ることを目的としており、管理運営棟、艇庫、審判棟、スロープ及びコースからなる施設である。　

(3)　募集の単位
相模湖公園と相模湖漕艇場を一括して募集します。　　　　
２　申請資格等
　　申請者は、法人その他の団体又はそれらのグループ（以下「団体等」とします。）とし、個人で申請することはできません。
(1) 申請資格
　     神奈川県内に事務所を有すること。（なお、応募時点で神奈川県内に事務所を有している必要があります。）ただし、次の事項に該当する者は、申請することができません。
ア　地方自治法施行令第167条の４の規定により、一般競争入札の参加を制限されている法人
イ　神奈川県から神奈川県指名停止等措置要領により、競争入札に関して指名停止を受けている法人
ウ  会社更生法、民事再生法等に基づき更生又は再生手続をしている法人
エ　法人県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税を完納していない団体等
オ　神奈川県又は神奈川県教育委員会から公の施設の指定管理者の指定を取り消され、その取消しの日から２年を経過していない団体等
カ　神奈川県暴力団排除条例第２条第２号に定める暴力団
キ　同条例第２条第５号に定める暴力団経営支配法人等
ク　本県及び教育委員会のこれまでの指定管理者の募集において虚偽申請により失格した団体等
(2)　留意事項
グループで申請する場合は、次の事項に留意してください。
　ア  複数の法人その他の団体がグループで申請する場合、代表する団体を定めること。
　イ  単独で申請した法人その他の団体は、同一の募集単位においてグループ申請の構成員になることはできないこと。
ウ　同一の募集単位について、同時に複数のグループの構成員になることはできないこと。　
エ　指定管理者の申請は、単独、グループどちらにおいても、団体等の単位で申請していただくことが必要で、それぞれ本社での申請となります。本社が神奈川県外にある場合は、神奈川県内に事務所を有する証明として、会社組織体系図及び神奈川県の県税事務所が発行する法人県民税等の納税証明書で確認します。
３　申請の手続
(1) 申請書類の提出
  ア　受付期間：平成26年５月20日（火）～７月４日（金）まで（厳守）
　イ　受付場所：持参される場合の受付窓口（次のどちらか一方で構いません）
県庁本庁舎５階　県土整備局都市部都市公園課　又は
神奈川県住宅供給公社ビル６階　神奈川県教育委員会　

教育局生涯学習部スポーツ課

受付時間は、平日の8時30分から12時、13時から17時15分まで
郵送される場合の送付先（次のどちらか一方で構いません）
〒231-8588　　神奈川県県土整備局都市部都市公園課計画グループ　又は
〒231-8509　　神奈川県教育委員会　教育局生涯学習部スポーツ課企画調整グループ
・申請期間最終日の消印のあるものまで受け付けます。
・封書の表に赤字で「相模湖公園及び相模湖漕艇場指定管理者申請書」、裏に団体等、グループの場合は代表団体の住所、名称、担当者名を必ず記載してください。なお、簡易書留・配達記録によらない郵便の事故等については、一切考慮しません。
(2) 現地説明会の開催
　　次のとおり相模湖公園及び相模湖漕艇場の現地説明会を実施しますので、必要に応じて各申請者において参加してください。（移動手段は参加者が各自用意してください。交通事情等により開始時刻が遅れることがあります。また、大雨で交通機関がストップする等の場合には延期となる場合があります。）
※　申込方法：ファックス又は電子メールにて団体等の名称、人数、連絡先（必ず連絡のとれる所の電話番号）及び見学を希望する公園名を記載のうえ「19　問い合わせ先」にある神奈川県県土整備局都市部都市公園課計画グループへ平成26年５月30日(金)正午までに申し込みください（厳守）。　

なお、参加人数は団体等毎に２名までとします。
※　申込後に県からの通知等はありません。説明会当日に会場において出欠席の確認を行います。

※　説明会当日は各自募集要項（本資料）及び公園ごとの「管理運営業務の内容及び基準」を持参してください（県からの配布はありません）。
　　　※　事前の申込みが無かった場合には、現地説明会は開催しません。

【 現地説明会の開催 】　　　　　　　　　　（　）内は所管事務所名
	開催時間
	１４時～１５時

	６月６日
（金）
	相模湖公園・相模湖漕艇場
公園管理事務所前
（津久井治水センター）


 (3)　質問事項の受付
申請に当たって質問のある場合は、次のとおり受け付けます。
ア　受付期間：平成26年５月26日（月）8時30分から６月10日（火）17時15分まで 
  イ　受付方法：質問票（様式第９号　62頁参照）により、郵送、ファックス又はメールのいずれかで受け付けます。（「19　問い合わせ先」まで）
　　　　　　　（上記以外での質問は受け付けませんので、御注意願います。）
　ウ　回答方法：平成26年６月上旬以降随時、「19　問い合わせ先」(1)の都市公園課のホームページにて回答します。
 (4)　申請に当たっての費用負担
　　 申請に当たっての費用は、申請者の負担とします。
 (5)　事務連絡について
　　申請書類受付期間終了までに、申請に関する事務連絡を行う必要が生じた場合には、「19　問い合わせ先」のホームページに掲示します。
４  申請のための書類等
(1) 申請書類
　ア　様式指定の書類（副本は写しを提出してください。）
(ｱ) 申請書（様式第１号　30頁参照）

(ｲ) 事業計画書（様式第２号　31頁参照）（指定管理者に指定された場合は、指定後速やかに県のホームページに掲載し公表します。ただし、事業計画書のうち、収支計画書のバックデータとなる詳細な積算内訳や人員配置等は事業者の運営ノウハウの中心的な部分であるため公表しません。）
(ｳ) 収支計画書（指定期間５年分につき、47頁の収支計画書を記載願います。）
(ｴ) 委託予定業務一覧表（様式第３号　56頁参照）
(ｵ) 申請資格がある旨の誓約書（団体等）（様式第４号　57頁参照）
(ｶ) 役員等氏名一覧表（様式第５号　58頁参照）
　　イ　団体等が整備している書類（正本、副本とも既存の資料の写しを提出してください。）
　　　(ｱ) 団体等の定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類
(ｲ) 団体等の諸規程類（就業規則、給与規程、決裁規程、会計規程等）の一覧表
※必要に応じて、各規程を提出していただくことがあります。

　　　(ｳ) 団体等の概要（組織・運営体制に関する書類（「組織図」及び「組織及び職制に関する規程」）、役員名簿等）
(ｴ) 平成25年度の団体等の事業計画書及び収支予算書（公益法人の場合）
　　　(ｵ) 直近の３事業年度分（平成22、23、24年度分）の事業報告書及び決算諸表（貸借対照表、損益計算書又は収支決算書、キャッシュフロー計算書又は資金収支計算書、正味財産増減計算書（公益法人は必須）、財産目録及び監査役又は監事等の監査報告書）

　　　(ｶ) 指定の申請に関する団体等の意思の決定を証する書類（指定管理者の指定の申請を行うことを決定した取締役会、理事会等の議事録の写し又は代表者の決裁書類の写し）
　　ウ　官公庁が発行する書類（３か月以内に発行された原本に限ります。ただし、副本はその写しを提出してください。）
　　　(ｱ) 法人の場合は履歴事項全部証明書、法人以外の場合は代表者の住民票
　　　(ｲ) 次の税目に係る直近年度の納税証明書（滞納していないことの証明書）
法人県民税・法人事業税（本社及び県内事務所に係るもの）、消費税及び地方消費税
　　エ　グループ申請の場合
　　　　グループ申請の場合は、グループ構成員となるすべての団体の上記書類（但し、アの(ｱ)から(ｴ)までの書類は、グループとして1部提出してください。）に加え、次の書類を提出してください。
(ｱ) グループ構成員表（様式第６号　59頁参照）
(ｲ) グループ構成員の当該グループを代表する法人又は団体への申請手続に係る委任状（様式第７号　60頁参照）
(ｳ) グループ申請理由書 
(ｴ) グループ構成員間の役割分担を記載した書類
(ｵ) グループによる申請に当たっての誓約書（様式第８号　61頁参照）
　　　※　県主導第三セクターがグループ申請する場合には、グループ申請の必要性、グループ構成員の選定経緯を明記した書類を添付してください。
(1) 申請書類の提出部数　正本２部、副本10部（正本をカラーで作成した場合には副本もカラーとしてください）
(2) 留意事項
   ア  申請書類の追加・内容の変更
受付期間終了後は、申請書類の追加、提出された申請書類の内容の変更はできません。
イ　追加資料の提出　
　　　　 県が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。
ウ  申請書類の取扱い
　　　　申請書類は、理由の如何にかかわらず返却しません。
申請書の著作権は、申請団体等に帰属します。ただし、県は、透明性・公平性の観点から公表する場合等必要な場合には、申請書類の全部又は一部を無償で使用できるものとします。

また、指定管理者に指定された後、情報公開請求があった場合には、神奈川県情報公開条例に基づき申請書類を公開することがあります。
（＊）都市公園において、指定管理者が申請の際に提出した事業計画書・収支計画書を情報公開した実績があります。
　　 エ  申請の辞退
　　　　申請書類を提出後に辞退する場合は、辞退届（様式は任意）を速やかに提出してください。
オ  申請書類の使用言語
　　　　申請書類の作成に当たっては、日本語及びメートル法を使用してください。
カ　虚偽の記載をした場合の取扱い
　　　 申請書類に虚偽の記載があったことが判明した場合は、失格とします。また、今後申請することができなくなります。　　

キ  指定管理者選定審査委員会（以下「外部評価委員会」という。）委員等に対する接触禁止
　　　　　外部評価委員会委員及び本件業務に関係する県職員との接触により、申請及び選定についての情報を不正に入手する等の事実が判明した場合は、失格となることがあります。
（＊）なお、28頁の別表４「申請書類の提出及び様式集作成の留意点」を参照してください。
５　選定方法等
　  指定管理者の指定は、申請者から提出された申請書類等により、外部評価委員会及び行政改革推進本部において審査を行い、候補者を確認、選定し、最終的には、県議会の議決を経て知事及び教育委員会が指定します。
(1)　選定基準及び配点等
　　指定管理者の候補者の選定は、「Ⅰサービスの向上」、「Ⅱ管理経費の節減等」及び「Ⅲ団体等の業務遂行能力」の３つの観点から審査を行います。
	評価項目
	評価の視点
	配点
	審査

対象

書類

	Ⅰ　サービスの向上
	

	
	１

指定管理業務実施にあたっての考え方、運営方針等
	【共通】
①指定管理業務全般を通じた団体等の総合的な運営方針、考え方
②相模湖公園と相模湖漕艇場（以下「両施設」という。）の一体的な管理運営に当たっての基本的な考え方
・横断的な施設の管理運営体制
・イベントの開催をはじめとする両施設の連携、協力等
・一体的な管理運営による経費節減の考え方、効果等
③利用者や地域住民、環境等に配慮した管理運営方針
【相模湖公園】
④相模湖公園の特性を踏まえた管理運営方針
【相模湖漕艇場】
⑤スポーツ・競技振興に関する考え方（将来に向けたボート競技等の人口拡大や競技者の育成についての考え方）
	５
	提案書１

	
	
	【共通】
⑥業務の一部を委託する場合の考え方、業務内容等（委託先の選定方法、県内(地域)企業への委託の考え方）
	５
	提案書２

	
	２

施設の維持管理
	【共通】
①一体的な管理運営による効率的な維持管理（経費節減効果を含む。）
②提案内容の実現の見込み
【相模湖公園】
③植物管理、清掃、保守点検、受付等の維持管理業務についての実施方針
④相模湖公園の特性と課題を踏まえた維持管理の考え方
【相模湖漕艇場】
⑤清掃、保守点検、受付等の維持管理業務についての実施方針


	10
	提案書３

	
	３

利用促進のための取組、利用者への対応、利用料金の設定
	【共通】
①より多くの利用を図るために行う広報、ＰＲ活動の内容等
②提案内容の実現の見込み
【相模湖公園】
③より多くの利用を図るために実施する事業の実施方針、内容等の考え方
【相模湖漕艇場】
④より多くの利用を図るために実施するボート競技等の振興に関する取組の実施方針、内容等（将来に向けた競技人口の拡大、競技者の育成及びボート競技に対する県民への周知・理解についての取組並びに施設の特性を活かした自主事業の内容）
⑤利用料金の設定、減免の考え方
	10
	提案書４

提案書５

提案書６

	
	
	【共通】
⑥接客、苦情処理、利用指導等の考え方
⑦サービス向上のために行う利用者ニーズ・苦情の把握及びその内容の事業等への反映の仕組み
⑧提案内容の実現の見込み
	５
	提案書７

	
	４

事故防止等安全管理、大規模災害への対応
	【共通】
①通常の指定管理業務を行う中での事故防止等の取組内容
②事故、異常気象等の緊急事態が発生した場合の対応方針
③急病人等が生じた場合の対応（救急救命士等の配置、救命に関する職員研修等）

④提案内容の実現の見込み

【相模湖漕艇場】
⑤ボート競技等の危険性に鑑み、指定管理業務を行う際の事故防止等の安全確保に関する取組
	５
	提案書８
提案書９

	
	
	【共通】
⑥当該公園の「震災時対応の考え方」に示す初動体制等への対応
⑦大規模災害発生時の施設の特性、立地状況等に応じた災害対応の考え方（両施設の連携、地域との連携、防災訓練、災害対応物品の備蓄、災害発生時の協力等）

⑧提案内容の実現の見込み


	５
	提案書10

	
	５

地域と連携した魅力ある施設づくり
	【共通】
①地域人材の活用、地域・関係機関との協力体制の構築
②ボランティア団体等との連携、協働及び育成
③周辺施設との交流・連携
④一体的な管理における地域企業等への一括的な業務委託による迅速、かつ、きめ細かいサービスの提供に向けた取組内容
⑤提案内容の実現の見込み
【相模湖公園】
⑥他の公園との連携
【相模湖漕艇場】
⑦地域振興に関する取組（集客促進や地域経済の活性化につながる企画、地域活性化に資する取組等）


	５
	提案書11

	Ⅱ　管理経費の削減等

	
	６

適切な積算

※１

	【共通】
①人件費、施設の維持管理費及び事業実施に要する費用に係る
・積算の適切性
・仕様に定める業務の実現可能性
・積算単価等の妥当性
・公の施設としての社会的責任の視点からの積算の妥当性
・健全経営の視点からの積算の妥当性等


	５
	提案書12

及び

付属書 類

	
	７

節減努力等
※２
	【共通】
①経費節減（両施設の合計額）
・両施設ともそれぞれに定められた経費を上限
・指定管理料の節減度合いを次の計算式により算出。計算値が配点を超える場合は配点を上限
 eq \f(積算価格（※１）－申請者の提案額（※２）,積算価格) × 調整

係数 (※３) × 25
※１　積算価格：県が想定する指定期間内の指定管理料の総額
※２　申請者の提案額：指定期間内の指定管理料の総額

※３　調整係数：「４」

	25
	

	Ⅲ　団体等の業務遂行能力

	
	８

人的な能力、執行体制
	【共通】
①指定期間を通じて両施設を効果的・効率的に指定管理業務を行うための人員配置等の状況
・現地責任者の役割及び経歴、主要職員の役割分担
・公園管理運営士、造園技能士、造園施工管理技士等公園の管理運営に係る有資格者の配置状況
・ボート競技に係る経験、経歴を有する者の配置状況、小型船舶操縦士免許(２級)以上の所持者の有無

・県・教育委員会、県出先事務所、指定管理者本部、指定管理者現地との連絡体制
②業務の一部を委託する場合の管理・指導体制の状況
③指定期間を通じて安定して指定管理業務を行うための人材育成や職員採用の状況
	５
	提案書13

及び

委託予定業務一覧表

	
	９

財政的な能力
	【共通】
①安定した指定管理業務の実施を判断する指標としての団体等の経営規模、団体等の事業の継続性・安定性の度合い、団体等の事業の信頼性の度合い


	５
	財務関係書類

	
	10

コンプライアンス、社会貢献
	【共通】
①指定管理業務を実施するために必要な団体等の諸規程の整備、法令遵守の徹底に向けた取組の状況
②個人情報保護についての考え方・方針及び個人情報の取扱いの状況
③指定管理業務を行う際の環境への配慮の状況
④障害者雇用促進の考え方


	５
	提案書14
及び
団体等の諸規程類一覧表

	
	11

これまでの実績

	【共通】
①両施設と類似の業務を行う施設等での管理実績の状況
	５
	提案書 15


（注）Ⅱ－６の＊１「適切な積算」の評価について

　○　積算に重大な誤りがある等、提案額に信憑性がない場合、または、積算の内容が法令の規定に抵触している場合等は、失格となります。
○　積算に重大な誤りは無く、提案額に信憑性があり失格には至らないものの、積算の内容では、円滑かつ適正な指定管理業務の実施に支障を来たすおそれが極めて高い場合、「適切な積算」の評価はしません。
Ⅱ－７の＊２「節減努力等」の評価について

　　○「適切な積算」において評価を得た場合にのみ審査します。

　　○　計算式の算定結果が「節減努力等」の配点を超える場合でも、「節減努力等」の配点が上限となります。

(2) 選定手続
　ア　資格審査・申請内容の確認及び照会
　　　申請資格について都市公園課及びスポーツ課で審査します。また、申請内容については、両課から確認、照会等を行う場合があります。
　イ　外部評価委員会による審査
　　　外部評価委員会は、都市公園とスポーツ施設についての学識経験委員２名、事業精通委員２名、経営審査委員１名、利用者サービス関係委員２名の合計７名の委員で構成し、両施設について書類審査及びヒアリングによる面接審査を行います。
なお、審査において、審査の評点の合計点が60点未満の場合や、審査項目ごとの評価で指定管理業務実施への支障や地域への悪影響が懸念されるとして、０点とした評価項目が１つでもある場合には失格とします。例えば、県が特に重視する「事故防止等安全管理」や「法令遵守」等への対応が不十分であると認められる場合、「財政的な能力」がしっかりとしていないと認められる場合には、評価が０点となる場合があります。
ヒアリングによる面接審査は、提出された事業計画書の内容等について申請者がプレゼンテーション（パワーポイントによるプレゼンテーションを想定）を行い、審査委員が質疑応答を行うことで提案内容やその実現性、アピールしたい点を確認します。なお、この審査は、申請者が特にアピールしたい点及び申請書の内容を確認するために実施するものであるため、申請書に記載のない新しい提案等は行わないようにしてください（審査の対象とはなりません）。

審査は、平成26年７月に開催する予定です。
外部評価委員会については、県の「附属機関等の設置及び会議公開等運営に関する要綱」に基づき公開・非公開の決定をします。
ウ　行政改革推進本部による審査
　　外部評価委員会による審査結果を踏まえ、行政改革推進本部で確認、選定し、指定管理者の候補者を決定します。行政改革推進本部は、行政内部の会議のため、申請者等は出席できません。
(3) 候補者の選定結果の通知・公表
選定結果については、平成26年９月上旬に、申請者全員に対して通知します。また、県のホームページにおいても結果を公表します。
(4) 留意事項
　　ア　指定管理者候補の選定について

審査の結果、全申請団体等が、県及び教育委員会が求めるサービス水準等を確保できないと見込まれる場合、指定管理者候補を選定しません。

イ　指定管理者候補の辞退等

 指定管理者候補の辞退、指定議案の否決等の理由により指定管理者を指定できない場合又は指定した指定管理者が正当な理由なく協定を締結せず、指定を取り消された等の場合は、再公募を行わず、選定結果が第２順位以下の申請団体等を、順次指定管理者候補とする場合があります。

　ウ　不正行為の禁止

外部評価委員会委員に対し、不正な接触又は接触を求めた事実が認められた場合、その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行った事実が認められた場合は、失格とします。

６  指定管理者の業務開始までのスケジュール（予定）
ア　申請書類受付期間　　　　　　　　平成26年５月20日（火）～７月４日（金）
イ　現地説明会　　　　　　　　　　  平成26年６月６日（金）
ウ　質問事項の受付　　　　　　　　　平成26年５月26日（月）～６月10日（火）
　エ　書類審査・面接審査　　　　　　　平成26年７月
　オ　行政改革推進本部の開催　　　　　平成26年８月
カ　教育委員会における決定　　　　　平成26年８月頃

　　（スポーツ施設についての議案の申し出）

キ　議会における議決　　　　　　　　平成26年10月中旬頃
ク　指定管理者の指定の告示（県公報）平成26年10月下旬頃
ケ　基本協定の締結　　　　　　　　　平成26年11月下旬頃
コ　年度協定の締結　　　　　　　　　平成27年３月下旬頃
サ　指定管理者による管理の開始　　　平成27年４月１日（水）
７　選定過程等の公表
　指定管理者の選定過程等については、次のとおり県のホームページ（記者発表を行う場合もあります）等で公表します。
　○　募集締切時　　　　　　　　　　　　申請者の名称
　　○　候補者選定時　　　　　　　　　　　提案概要、審査議事録、申請者ごとの採点結果、候補者名、
選定理由等
　○　県公報で指定管理者告示後　　　　　指定された団体等の事業計画書（要旨）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（個人に関する情報等を除き、著作権等に係る注意書きを付した上で県のホームページで公表します。）

８　指定の期間
平成27年４月１日から平成32年3月31日まで（５年間）
　　なお、指定期間は、県議会の議決後、知事及び教育委員会が指定した日に確定するものとします。　

９　指定管理者が行う業務内容及び基準
指定管理者が実施することとなる業務内容及び基準は、別冊の公園及びスポーツ施設別「管理運営業務の内容及び基準」に定めるとおりとします。

(1) 利用者サービス向上に係る提案について
　　相模湖公園及び相模湖漕艇場の利用者に対するサービス向上に繋がる事業提案については、公共の施設として、本来の設置目的や機能を損なうものでない範囲内で次により受付・審査します。
また、事業計画書において提案された事業のうち許可が必要なものは、県又は教育委員会が適当と認め、必要な手続を経た後、指定期間開始時に許可します。公園の駐車場、売店、レストラン等の管理許可施設で現在運営しているものについては、原則として指定管理者に行っていただく業務ですが、制度上自主事業の扱いとなりますので、都市公園法に基づく公園施設管理許可等を得ていただき、神奈川県都市公園条例で定める使用料を県に支払うことになります。
なお、都市公園法の管理許可施設のうち、駐車場及び自動販売機については、その事業収益（提案額）を公園の維持管理経費に充当し、売店、レストラン等の施設の事業収益（提案額）については充当しないこととします。また、駐車場及び自動販売機の事業収益の実績と提案額の差については、原則として精算しないものとします。
(ｱ) 駐車場の運営について（管理許可施設）
公園内の有料駐車場については、公園の維持管理業務とは別に提案書５（38頁参照）により事業計画書を作成していただきます。提案に当たっては、各公園ごとの「管理運営業務の内容及び基準」（別冊）の駐車場運営状況を参照してください。運営方法（運営時間）や駐車料金の設定は、指定管理者決定後に県と協議の上決定することとなりますが、収入想定については、消費税等の税率を８％として提案してください。なお、現在の料金から消費税増税分の料金値上げについては、原則として了承する予定です。また、駐車場収支計画については、提案書５（38頁参照）の〈付属書類〉収支計画書に公園維持管理業務と合わせて提案してください。ただし、駐車場の運営は自主事業のため、制度上指定管理料を有料駐車場の管理経費に充てることはできませんので、御留意ください。
※　管理許可の内容及び有料施設の内容（利用時間等）については、指定期間内に、別途、県との協議を経て、承認を受け変更することも可能です。
※　県では、みどり行政推進のため、「緑化協力金実施要綱」に基づき、県立都市公園の駐車場利用者から、車種に関係なく１台あたり20円の任意の寄附をいただくことを基本に、地球温暖化防止や緑の保全を呼びかける緑化協力金制度を導入しています。指定管理者においては、指定管理業務及び駐車場利用料金徴収業務と別に、県自然環境保全課及び公益財団法人かながわトラストみどり財団との「緑化協力金に係る協定」による、緑化協力金の取り扱いに協力していただきます。　緑化協力金についてのホームページ　　http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f349/
 (ｲ) 公園施設（管理許可施設を除く）における一般提案について
　　　公園施設を利用した様々なイベントや行為について、指定管理者が主催又は共催で行う場合で、あらかじめ県と協議し承認が得られたものについては、行為許可を得る必要はありません。今回提案されるイベントや行為については、公園施設の目的や提案の実現性等を検討し評価します。また、指定期間中においては、県で提案の実施状況等を確認することとなります。
(ｳ) スポーツ施設における一般提案について 　　
神奈川県立相模湖漕艇場条例で利用料金・使用料を定めている有料施設については、料金や供用時間等は同条例・規則により定められている範囲内で提案を受け付けます。（14頁記載の県の条例・規則の検索を参照してください。）　

(2)  利用料金の徴収業務等について

　   相模湖漕艇場では、神奈川県立相模湖漕艇場条例に基づき、施設及び設備の利用料金を指定管理者の収入とする「利用料金制」を採用しています。利用料金の額については、同条例に定める上限額の範囲内で、教育委員会の承認を得て指定管理者が定めることとなります。指定管理業務に要する総経費から、利用料金収入として見込まれる額を差し引いた額を指定管理料として提案していただくことになります。

(3)　業務の第三者への委託
指定管理者は、指定管理業務及び付帯業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはなりません。ただし、業務の一部について、あらかじめ県又は教育委員会が認めた場合はこの限りではありません。
業務の一部について、第三者への委託を予定している場合は、それぞれの施設について、「委託予定業務一覧表」（様式第３号56頁参照）を作成し、申請時に提出してください。「委託予定業務一覧表」に記載された業務のうち、相手方の選定方法や業務委託の仕様等を県又は教育委員会が把握する必要があると認める業務については、業務開始前までに具体的な内容を記載した書類を提出いただき、県又は教育委員会から承認を受けていただきます。
　なお、委託先の選定に当たっては、県内特に地域の中小企業者の受注機会の確保・拡大について配慮いただきますようお願いします。また、17頁の11(16)に規定する実績報告書の提出に合わせて、業務委託実績報告書を提出していただきます。

10　管理に要する経費
(1) 指定管理業務に係る経費
募集単位毎に示す別冊の施設別「管理運営業務の内容及び基準」の資料を参考にして、相模湖公園と相模湖漕艇場のそれぞれについて、人件費（法定福利費等を含む。）、事務費（消耗品費、通信運搬費、旅費、光熱水費等）、管理費（施設等保守管理費、修繕費等）、負担金（相模湖漕艇場のみ該当）など必要な経費を計上し、内訳として記載した上で合算して提案してください。
提案額＝①指定管理料
①指定管理料＝総管理経費－②駐車場収入（相模湖公園のみ）－③利用料金収入－④自動販売機利益（相模湖公園のみ）
駐車場収入、利用料金収入には経費等が含まれますが、総管理経費にこれら業のために必要な経費(人件費等)を計上することで、計算上は利益のみを総管理経費から差し引くことと同じになります。
（参考：収入－経費＝利益）
(*)　相模湖公園については、総管理経費、駐車場収入、自動販売機利益を申請者が積算した上で、提案額（指定管理料）を算出してください。
(*)　なお、スポーツ施設については、県による一般競争入札での貸付を導入しており、指定管理者による自動販売機の設置は一切認めていません。

(2) 指定管理料

相模湖漕艇場では、「利用料金制」を採用していますので、指定管理業務に要する総経費から、利用料金収入として見込まれる額を差し引いた額を指定管理料として提案してください。県及び教育委員会が積算した指定管理料の金額は別冊の施設ごとの「管理運営業務の内容及び基準」に「指定管理料の上限額」として示しており、どちらか一方でもこの金額を超えた提案については、「失格」とします。
(3) 指定管理料についての留意事項

指定管理料については、次の点に留意してください。

ア　指定管理者候補の選定は、いわゆるプロポーザル方式により行うものであり、提案された指定管理料の多寡だけでなく、事業計画の内容等を総合的に評価します。

イ　県及び教育委員会が提示する指定管理業務の基準を上回る提案も可能です。

ウ　指定管理業務以外に自主事業を提案される場合は、申請団体等（指定管理者）の責任において、かつ、当該自主事業による収入の範囲で行うこととします。

エ　提案された指定管理料は、県の予算査定の過程を経て、年度協定において確定するので、提案額が必ずしも保証されるものではありません。なお、年度協定書（「14  協定の締結」17頁参照）で決定した額は、特段の事情がない限り変更しないこととします。 
(4)　指定管理料の変更等
　ア　２年目以降の指定管理料
２年目以降については、毎年７月末までに提出される翌年度の事業計画書の収支計画に基づいて協議を行い、県の予算査定の過程を経て予算化することとなります。この場合、原則として前年度の指定管理料を基準とします。

なお、指定管理業務の変更や物価水準の大幅な変動等、指定管理料の積算に影響を及ぼす変化があった場合は、協議により指定管理料を変更するものとします。
　イ　指定管理料の精算
　　　指定管理業務を県及び教育委員会が示した要求水準を満たして実施する中で、利用料金収入の増や人件費等経費の節減など、指定管理者の経営努力により生み出された剰余金については、原則として精算による返金を求めません。
　　　また、利用料金収入の減少など、指定管理者の運営に起因する不足額についても、原則として補填は行いません。
ウ　指定管理料の返還等
　　指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務が履行されていないことが確認された場合には、県は履行されなかった部分に相当する指定管理料を支払わず、又は支払った指定管理料の返還を求めます。
エ　公園区域の変更等による指定管理料の変更

指定管理業務開始後に、公園区域の変更（開園面積の拡大）や園内施設の増減等が生じた場合には、速やかに県と指定管理者で協議を行い、必要な指定管理料の変更等を行うこととします。

(5)　管理口座・区分経費
　　 指定管理業務に係る経費及び収入は、都市公園とスポーツ施設を分けて、それぞれ専用の金融機関の口座で管理してください。また、会計処理についても、施設ごとに分けた上で、指定管理者としての業務に係る経理とそれ以外の業務に係る経理を区分して整理してください。
11　管理の基準
　　指定管理者は、次に掲げる基準により、指定管理業務を行わなければなりません。
(1) 関係法令等の遵守
公園の管理運営業務の遂行にあたっては、次の法令等の内容を理解の上、遵守することとします。
ア  地方自治法
イ  都市公園法、都市公園法施行令、都市公園法施行規則
ウ  神奈川県都市公園条例、神奈川県都市公園条例施行規則、神奈川県都市公園施設利用規則
　　（県の条例・規則の検索 http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f7406/ ）

エ　神奈川県立相模湖漕艇場条例、神奈川県立相模湖漕艇場の利用等に関する規則

オ　労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法その他労働関係法令
カ  施設維持、設備保守点検、施設の安全確保に関する法規
　　  水道法、建築物における衛生的環境の確保に関する法律、消防法等
キ  その他業務の遂行に関係する法令
(2)　神奈川県行政手続条例の適用
　　 施設の利用承認等の手続に当たり、指定管理者が行政庁となって神奈川県行政手続条例が直接適用される条項については、指定管理者は当該条項を遵守することとし、同条例が直接適用されない第４章（行政指導）については、指定管理者は、その趣旨に則り同条例に準じた取扱いをすることとします。また、不利益処分をする場合の事前手続に当たり、指定管理者に直接適用されない「神奈川県聴聞及び弁明の機会の付与に関する規則」及び「神奈川県教育委員会聴聞及び弁明の機会の付与に関する規則」については、指定管理者は、その趣旨に則り同規則に準じた取扱いをすることとします。
(3) 神奈川県暴力団排除条例の適用

    指定管理者は、神奈川県暴力団排除条例第11条第２項の規定により、本施設の利用が暴力団の利益になるおそれがあると認められる場合は、神奈川県警察本部に照会していただき、必要に応じて、排除措置（利用の承認をしない、又は利用の承認を取り消すこと）を講じていただきます。

(4)　情報公開
指定管理者は、神奈川県情報公開条例に基づき、管理している文書の公開に努めることとします。また、文書の公開を行うに当たっては、別途情報の公開に関する規程等を定め、この規程等により行うこととします。

(5)　個人情報の保護　
指定管理者が個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保護に関する法律及び神奈川県個人情報保護条例の規定に従い、個人の権利利益を侵すことのないよう最大限努めなければなりません。また、指定管理業務により知り得た個人情報の漏えい、滅失及びき損などの事故の防止その他の個人情報の適正な管理の確保を図るために、指定管理者は別途個人情報の取扱いに関する規程等を定め、公表することとします。

 (6)　情報システムの管理

情報システム等を用いて、個人情報等の管理業務上重要な情報を取り扱う場合には、第三者の専門機関による当該情報システム等の安全性の確認を受ける等、情報漏えい等の事故防止を確実に行うこととします。

(7)　守秘義務
指定管理者は、業務を行うに当たり、業務上知り得た内容を第三者に漏らしてはならないこととします。また、業務の一部を第三者に委託した場合には、当該第三者が当該業務を行うに当たり業務上知り得た内容をほかの第三者に漏らさないよう必要な措置を講じることとします。なお、指定期間が終了した後、又は指定の取消しを受けた後も同様とします。

(8)　文書の管理・保存　
指定管理者が業務に伴い作成し、又は受領する文書等は、神奈川県文書管理規則及び同運用通知並びに神奈川県行政文書管理規程及び同運用通知（相模湖漕艇場にあっては、神奈川県教育委員会文書管理規則及び同運用通知並びに神奈川県教育委員会文書管理規程及び同運用通知）に準じて、指定管理者が別途文書の管理に関する規程等を定め、適正に管理・保存することとします。
また、指定期間終了時に、県及び教育委員会の指示に従って引き渡していただきます。 
(9)　環境への配慮

  　ア　指定管理者は、神奈川県事務事業温室効果ガス排出抑制計画（以下「排出抑制計画」という。）に沿って、温室効果ガスの排出量の削減に努めていただくとともに、県及び教育委員会がエネルギーの使用の合理化に関する法律（以下「省エネ法」という。）に基づいて行う定期報告等の業務に必要な事務を行っていただきます。
(主な取組み)

(ｱ)  排出抑制計画に沿って、温室効果ガスの削減の目標を設定し、その目標を達成するための取組みを推進すること。
(ｲ)  県及び教育委員会が省エネ法等に基づき定期報告等の業務を行うために必要なエネルギーの使用状況、エネルギーを消費する設備やその改善等に関する状況を報告すること。

イ　指定管理者は、県の環境マネジメントシステム（ＩＳＯ14001の規格の要求事項に基づく）に沿って、環境に配慮した指定管理業務の実施に努めていただきます。　

(主な取組み）

　　 (ｱ)　環境に配慮した商品・サービスの購入（グリーン購入）を推進し、また、廃棄にあたっては、資源の有効活用や適正処理を図ること。

(ｲ)　電気・ガス・ガソリン等のエネルギー使用量の削減に向けた目標を設定し、地球温暖化の防止に努めること。

(ｳ)　化学物質・感染性廃棄物等のリスク管理を行い、環境や人に影響を及ぼす事故を防止すること。　　   
　　(ｴ)  植物の病害虫防除

　　　  植物の病害虫対策は、予防と早期発見に努め、環境への配慮や危被害防止の観点から、農薬使用は極力控えることとします。使用の場合は、「公園・街路樹等病害虫・雑草管理マニュアル」(平成22年５月環境省)に基づき行っていただきます。

(ｵ)  施設の利用者等に対して環境の保全及び創造に関する情報提供に努めるとともに、業務に関わる者に対する教育及び学習の推進に努めること。
(ｶ) 緑化協力金への協力（12頁９(1)(ｱ)※記載の再掲）
県では、みどり行政推進のため、「緑化協力金実施要綱」に基づき、県立都市公園の駐車場利用者から、車種に関係なく１台あたり20円の任意の寄附をいただくことを基本に、地球温暖化防止や緑の保全を呼びかける緑化協力金制度を導入しています。指定管理者においては、指定管理業務及び駐車場利用料金徴収業務とは別に、県自然環境保全課及び公益財団法人かながわトラストみどり財団との「緑化協力金に係る協定」による、緑化協力金の取り扱いに協力していただきます。

(10) 公園ボランティア活動等との連携・協働

現在、県立都市公園では、多くの県民の方々から、公園ボランティアとして園内の清掃活動、花壇づくり、植栽管理をはじめとする公園の管理運営に協力していただいていますので、指定管理者においては、こうした方々（団体等）との連携を図り、必要な情報交換や協働に努めていただきます。また、今後は、企業のCSR活動（社会的責任、社会貢献）や学校等との連携にも積極的に取り組んでいく必要があると考えていますので、ニーズを把握した上で、公園の維持管理費用の実質的な軽減や公園の利用促進・サービス向上につながる共同イベントの開催などについて、できるだけ具体に提案していただきます。

(11) 来園者の安全・安心の確保

　　　指定管理者は、常に来園者の安全・安心の確保に努めていただきます。落木や倒木及びその危険の放置、施設管理の不備、来園者への注意喚起不足等が生じないよう留意し、事故や犯罪の未然防止に努めていただきます。また、管理事務所にAED（自動体外式除細動器）の設置を行うものとします。
(12) 大雨等の異常気象時の夜間警戒態勢

指定管理者は、大雨や台風通過等により非常事態が予想され、県から指示があった場合には、指定管理施設において夜間待機をしていただきます。また、翌日早朝等にパトロールを行い、速やかに県に報告していただきます。
(13) 災害対応
指定管理者は、地震等による大規模な災害が発生した場合、若しくは発生するおそれがある場合、又は平常時において、県や指定管理者がとるべき具体的な対応を取りまとめた各公園別の「震災時対応の考え方」に基づいて行動するものとし、より具体的な提案をしていただきます。

指定管理者は、各公園の特質に応じて、当該公園及び公園施設が広域的な災害応援活動拠点(避難所等)として機能するよう、県や当該市町に協力するとともに、公園利用者や公園施設の安全確保等必要な対応を行うものとします。
 (14) 日報・月報の作成及び報告
　　  指定管理者は、県のモニタリング（業務実施状況の監視）実施のため、施設ごとに自らの管理業務を記録して、日々作成する日報（参考様式第１号　63頁）に基づき、毎月、月報（参考様式第２号　64頁）を作成し、県及び教育委員会へそれぞれ報告していただきます。
(15) 事業計画書及び収支計画書の提出
指定管理者は、２年目以降の業務を行うに当たって、前年度の７月末日までに、次年度の事業計画書、人員配置計画及び収支計画書について、県及び教育委員会と調整を図った上で作成し、提出していただきます。
(16) 事業実績報告書の提出
　　  指定管理者は、毎年度終了後に、基本協定書に基づき業務全般に係る事業実績報告書等を作成し、翌年度の４月中旬までに県及び教育委員会に提出していただきます。
(17) 事業計画書等の公表
　　   指定管理者は、事業計画書及び事業実績報告書を指定管理者のホームページに掲載し、県民等に対して情報提供を行っていただきます。
(18) 保険への加入
施設管理や業務遂行等に伴う賠償事故への補償に備え「施設賠償責任保険」等に加入していただきます。（詳しくは、別表３県・教育委員会と指定管理者のリスク分担（26頁）を参照）
(19) 指定管理者名等の表示
当該施設が指定管理者により管理運営されていることを示すため、指定管理者名と設置者としての県・教育委員会の連絡先を公園内に表示するとともに、案内パンフレット等に明記していただきます。
12  県と指定管理者の都市公園についての業務区分
　県と指定管理者の都市公園についての業務区分は別表２（25頁参照）のとおりとします。
ただし、別表２に定める事項に疑義がある場合は、県と指定管理者が協議の上、業務区分を決定するものとします。
13  県及び教育委員会と指定管理者のリスク分担
県及び教育委員会と指定管理者のリスク分担は別表３（26頁参照）のとおりとします。
　　ただし、別表３に定める事項に疑義がある場合又は定めのないリスクが生じた場合は、県及び教育委員会と指定管理者が協議の上、リスク分担を決定するものとします。
14  協定の締結
指定管理者の指定の後に、施設の管理業務に関し、包括的な事項を定めた基本協定及び年度毎の実施事項を定めた年度協定を締結した上で指定管理業務を実施していただきます。
(1) 基本協定に盛り込む事項
　　ア　総括的事項
　　　・協定の目的、会計年度、管理施設・管理物品、指定管理者が行う業務の範囲、指定期間、事業計画、人員配置計画、収支計画書の提出等

　　イ　業務の実施に関する事項
・業務の一部を第三者に委託する場合の取扱い、事故・災害への対応、文書の管理・保存、個人情報の保護、情報公開の対応、環境への配慮、利用承認に関する基準、不利益処分の手続等
ウ　指定管理料等に関する事項

・利用料金の取扱い、指定管理料の支払方法、指定管理料の精算、口座の管理と経理の区分等

エ　業務の実施に伴うリスク分担

　　　・管理施設・管理物品の修繕等に要する費用の負担、物価変動・金利変動、不可抗力の発生及び制度等変更により発生した費用の負担、第三者への賠償等

オ　業務の報告及び監督に関する事項

・業務日報の作成、月例業務報告書の提出、実績報告書等の提出、利用者満足度調査の実施、利用者からの苦情・意見等の取扱い、県及び教育委員会による検査・監督及び指定の取消し等

カ　その他

・再指定等により指定管理者が替わる場合の業務の引継ぎや原状回復等の取扱い自主事業の取扱い、グループが指定管理者に指定された場合の対応等

(2)　年度協定に盛り込む事項

　ア　総括的事項

　　・協定の目的、協定の期間、協定の変更等

　イ　業務に関する事項

　　・事業計画、利用者アンケートの実施方法等

　ウ　指定管理料等に関する事項

　　・指定管理料の金額、指定管理料の支払方法等

(3)  協定が締結できない場合の措置等
指定管理者が、基本協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、その指定を取り消します。
ア　正当な理由なくして協定の締結に応じないとき
イ　財務状況の悪化等により、管理業務の履行が確実でないと認められるとき
ウ　著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められるとき
エ　申請資格を喪失したとき又は申請資格を有さないことが判明したとき
(4)  その他協議すべき事項
　　  協定書に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、県及び指定管理者双方が誠意を持って協議するものとします。
15　管理運営業務のモニタリング（監視）等
(1)　県及び教育委員会によるモニタリング（監視）の実施
県及び教育委員会は、本施設が設置目的に沿って適切に管理されるように、別冊の都市公園及びスポーツ施設の「管理運営業務の内容及び基準」に基づき、指定管理者から提出される月例業務報告書、実績報告書、利用者満足度調査結果、利用者からの苦情・意見の内容及び事故・災害報告等により、業務の実施状況をモニタリング（監視）します。

また、県では、外部有識者で構成する指定管理者制度モニタリング会議を公開で開催し、モニタリングの状況等についてご意見をいただくとともに、この会議の資料や議事録を県ホームページ等で公表します。なお、利用者満足度調査は、次の方法等により行っていただきます。

・簡易アンケート（施設の窓口に常時アンケート用紙を備え、利用者に記入していただくなど、簡便な方法で随時実施する）

・詳細アンケート（利用者を対象としたアンケート調査を行い、その内容について分析等を行う）
また、利用者からの苦情・意見等については、その概要や対応等について業務日報に記録し、県及び教育委員会へ報告していただきます。

(2)　県の監査委員による監査

県の監査委員等が神奈川県の事務を監査するために必要があると認める場合、指定管理者に対して帳簿書類その他の記録の提出を求める場合があります。

(3)  県立都市公園としての指定管理業務の評価
　　 　県立都市公園については、平成22年度から外部の専門家等による「指定管理業務評価委員会」を設置しており、公園ごとに毎年度、指定管理者が提出する自己評価について、実績報告書、利用者満足度調査、モニタリング結果、現地調査結果等を基に、県で指定管理者へのヒアリング等を実施した上で、評価・公表を行っています。
16　指定の取消し等

(1) 指定の取消事由等
県及び教育委員会は、適切な管理を行うという指定基準を満たさなくなったと認めるとき、あるいは管理を継続することが適当でないと認めるとき等、次のような場合には、指定の取消し又は期間を定めて指定管理業務の全部若しくは一部の停止を命ずる場合があります。
ア　県及び教育委員会の改善指示にもかかわらず業務の改善が行われない場合

県及び教育委員会が指定管理者の業務の実施状況についてモニタリングを行った結果、業務の内容が要求水準を満たしていないと判断した場合、県及び教育委員会は、期日を定めて、指定管理者に業務の適正な履行や改善等の必要な措置をとることを勧告することができます。

この期日までに業務の改善等が行われていないと県及び教育委員会が判断した場合には、県及び教育委員会は期日を定めて指定管理者に業務の改善を指示します。

これらを経ても、なお業務の改善等が行われていないと県及び教育委員会が判断した場合には、県及び教育委員会は指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命ずる場合があります。

イ　指定管理者からの申出による場合

指定管理者は、相模湖公園については神奈川県都市公園条例及び神奈川県都市公園条例施行規則で、相模湖漕艇場については神奈川県立相模湖漕艇場条例及び神奈川県立相模湖漕艇場の利用等に関する規則でそれぞれ規定する指定の基準を満たさなくなった場合又はそのおそれが生じた場合には、速やかに県及び教育委員会に報告しなければなりません。この場合、指定管理者は指定の取消し又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を県及び教育委員会に申し出ることができることとしており、県及び教育委員会は、当該申出があった場合は、状況を調査のうえ、指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命ずる場合があります。
ウ　不可抗力の発生等による場合

県及び教育委員会は、不可抗力の発生や制度等変更により、指定管理者による管理を継続することが適当でないと認める場合には、指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命ずる場合があります。

エ　募集要項等に定める申請資格を満たさなくなったと認められる場合
(ｱ) 神奈川県内に事務所を有しなくなった場合
 (ｲ) 地方自治法施行令第167条の４の規定により一般競争入札の参加を制限された場合
(ｳ) 神奈川県から神奈川県指名停止等措置要領により、競争入札の参加に関して指名停止を受けた場合
(ｴ) 会社更生法、民事再生法に基づき更正又は再生手続開始の申立てがあった場合
(ｵ) 法人県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税に滞納がある場合
(ｶ) 神奈川県暴力団排除条例第２条第２号に定める暴力団に該当することが判明した場合
(ｷ) 同条例第２条第５号に定める暴力団経営支配法人等に該当することが判明した場合
オ　著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められる場合
⑵　指定が取り消された場合等の賠償

指定管理者の責めに帰すべき事由により指定が取り消され、又は業務の全部若しくは一部が停止された場合、指定管理者は、県及び教育委員会に生じた損害・損失や増加費用を賠償しなければなりません。その他の場合、県及び教育委員会と指定管理者は協議するものとします。
17　その他の事項

(1) 事故、災害等への対応

大規模な災害等が発生した、又は発生するおそれがある場合で、避難所等としての使用、帰宅困難者の受け入れ及びその他の災害対応への協力について県又は相模原市から要請があった場合には、県又は相模原市に協力していただきます。協力に当たって生じる費用は、県と指定管理者で協議するものとします。
(2) 管理業務の引継ぎについて
指定期間の終了又は指定の取消しにより、次期指定管理者に管理業務を引き継ぐ場合には、県及び教育委員会と協議の上で事前に引継ぎを完了することとして、円滑な引継ぎに協力していただくとともに、必要なデータ等についても提供していただきます。
なお、引継ぎに当たって生じる費用は、各指定管理者の負担とします。
(3) 利用料金について（利用日と利用料金納入日が異なる場合）

　 　 利用料金は、当該利用料金に係る利用の日に施設を管理している指定管理者の収入とします。

したがって、施設利用者が前納した利用料金相当額を次の指定管理者へ支払っていただくことがあります。

(4) ネーミングライツパートナー制度※について

　　　本県では、厳しい財政状況のもと、より一層の施設利用者サービス向上を図るため、ネーミングライツパートナー制度を導入しております。

本施設においても、今回募集している指定期間中に同制度を導入し、愛称が付される可能性があります。導入した場合には、県又は教育委員会は指定管理者と協議を行った上で、県又は教育委員会の負担により、看板、パンフレット等の印刷物、ホームページの表示変更や、改修工事等を行うことがあります。

また、指定管理業務等の変更等や、パンフレット等の作成をお願いすることもありますが、この場合においては、県又は教育委員会は事前に指定管理者と協議し、指定管理者の負担増を生じないよう、所要の経費については、指定管理料等により調整します。

※　ネーミングライツパートナー制度とは、契約により施設等に「愛称」として団体名・商品名等を付与させる代わりに、命名権者（ネーミングライツパートナー）から対価を得るものです。

(5)  指定管理者に対する都市公園に係る許認可権限の移譲
神奈川県都市公園条例第11条に基づく都市公園内の行為許可は、県が行っているところですが、指定期間中（平成27年４月１日～平成32年３月31日）に、指定管理者に許認可権限を移譲する場合があります。
なお、この措置による経費の増加への対応については、別途県と指定管理者が協議して決めることになります。
(6)　通信設備機器の設置
固定電話、携帯電話等の通信設備機器を設置するほか、公園管理事務所に衛星携帯電話を必置していただきます。
(7)  建築物、建築設備の定期点検等
指定管理者は、建築基準法第12条第２項及び第４項に基づき、県及び教育委員会の建築物の敷地構造及び建築設備の定期点検を実施することになりますので御留意ください。

＊建築設備の定期点検は「建築物点検マニュアル・同解説」(国土交通省大臣官房官庁営繕部監修)に基づき行っていただきます。
また、公園施設等に使用されているアスベスト含有建材について、除去終了までの間、年１回以上劣化、損傷等の状況を点検して県及び教育委員会に報告していただきます。

(8)　公園内の遊具の点検及び遊具履歴書の整備と更新について

　　 遊具の点検は、「都市公園における遊具の安全確保に関する指針（改訂版）」（平成20年８月国土交通省）及び遊具の安全に関する規準（JPFA-S-2008）(2008年８月社団法人日本公園施設業協会)に基づき行っていただきます。また、整備及び点検の記録を確実に残していくため、遊具履歴書を作成し更新するものとします。
(9)  公園内の自家用電気工作物に係る義務
指定管理者は、公園内に設置している自家用電気工作物について、自己責任のもとに電気の保安を確保する義務があり、電気事業法第39条第１項に規定する義務等を果たすことになります。
(10)  防火管理者の選任と消防計画の作成
指定管理者は、防火管理者選任届出書（消防法第８条）及び消防計画（消防法施行規則第３条）を所管消防署に提出することになります。
(11)　県立都市公園全体の課題及び広報活動等
各公園の指定管理者は、相互に協力して、県立都市公園全体における課題への検討や広報活動等に取り組んでいただきます。
  (12)　無料駐車場の有料化について
　　　現在無料の駐車場がある公園について、駐車場を有料化する場合があります（休日のみ有料の駐車場を平日も有料にする場合を含む。）。有料化の導入に先立ち、有料化の試行を実施する場合があり、試行に当たっては、指定管理者に協力をしていただきます（料金徴収方法など詳細は県と協議）。
(13)　各種団体等への協力と協働

　　　公園内で活動する市民グループやボランティア団体等の活動に積極的に協力していただきます。また、各種団体等との協働を進め、より良い維持管理や円滑な公園運営に資するよう努めることとします。

(14) 公園内発生物の利用について

農作物や間伐材など、公園から出た生産物の利用については、法令に基づき適切に処理することとします。

(15) 有料の自主事業、利用促進事業の実施報告について

有料の自主事業、利用促進事業等を実施する場合は、料金設定の考え方をあらかじめ明らかにするとともに、１事業ごとに収支をまとめ、県から求めがあった場合には、実施状況及び収支状況を報告することとします。

(16) EV充電器の利用サポートについて

EV充電器の設置のある公園においては、充電器の管理及び利用サポートを行っていただきます。また、今後新たにEV充電器を設置する場合においても、当該公園の指定管理者が充電器の管理及び利用サポートを行うこととします。

(17) 神奈川県立都市公園公式Web Site(ポータルサイト)の運営について

現在すでに開設している県立都市公園の公式Web Site(ポータルサイト)については、各公園の指定管理者で組織する、神奈川県立都市公園指定管理者連絡協議会により運営を行っています。次期指定管理者におきましても連絡協議会を組織し、同サイトを運営していただきます。
(18）公園パンフレットやホームページでのバナー広告等
パンフレットやホームページ等の情報媒体を通じた広告を導入し、広告収入を確保するなど、指定管理者の努力で維持管理費の低減につながる努力を積極的に行っていただきます。なお、公園内での広告表示は神奈川県都市公園条例により禁止行為となっています。
（19）相模湖漕艇場における修繕工事等の実施について

　　　湖岸改修工事及び施設の老朽化等に伴う空調設備等改修工事が行われた場合、工事の内容にもよりますが、一定の期間、施設運営に支障を来たす場合が想定されます。その間、県としては、指定管理者が実施できない事業等の補償は行いません。なお、改修工事の規模や時期等については、今後の検討状況に応じて、指定管理者に情報提供するとともに、具体的な工事内容等について別途協議しますので、あらかじめ御承知おきください。

（20）ホームページのバリアフリーについて

　　　県のホームページでは、JISを基にした情報のバリアフリーガイドラインに基づく運用を行っています。指定管理者が作成し運営するホームページについても、同ガイドラインに沿った対応をしていただきます。
神奈川県情報バリアフリーガイドラインについて
http://www/pref.kanagawa.jp/cnt/f4813/p13282.html
18　参考資料等
・都市公園指定管理者指定申請書（様式第１号）
・事業計画書（様式第２号）
・委託予定業務一覧表(例)（様式第３号）
・申請資格がある旨の誓約書(団体等)（様式第４号）
・役員等氏名一覧表（様式第５号）
・グループ構成員表（様式第６号）

・グループ構成員の当該グループを代表する法人又は団体への申請手続に係る委任状（様式第７号）

・指定管理者の募集へのグループによる申請に当たっての誓約書（様式第８号）
・質問票（様式第９号）
・日報(例)（参考様式第１号）
・月報(例)（参考様式第２号）
19  問い合わせ先（質問等の受付）
(1) 相模湖公園について

〒２３１－８５８８　横浜市中区日本大通１（県庁本庁舎５階）
神奈川県県土整備局都市部都市公園課
（担当者）計画グループ　戸田、本多

整備運営グループ　伊藤、江指

電話番号　　　　０４５－２１０－６２２１、６２２４（直通）
  ファックス番号　０４５－２１０－８８８３
e-mail        　kouen@pref.kanagawa.jp

ホームページ　　http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f6594/
(2) 相模湖漕艇場について

〒２３１－８５０９　

神奈川県横浜市中区日本大通３３（神奈川県住宅供給公社ビル６階）　

神奈川県教育委員会教育局生涯学習部スポーツ課企画調整グループ
　（担当者）企画調整グループ　深野、市倉

電話番号　　　　０４５－２１０－８３７４（直通）
ファックス番号　０４５－２１０－８９３９
e-mail        　fm4007.3fi@pref.kanagawa.jp
ホームページ　  http://www.pref.kanagawa.jp/div/4007

別表１　指定管理者を一括募集する施設の概要

相模湖公園及び相模湖漕艇場  （平成27年４月１日見込み）　   　　　　　　　　　　　　           　　　　　　　　　
	施　設　名
	所　在　地
	公園面積(ha)
	種　別

	相模湖公園
	相模原市緑区与瀬
	２．５
	地区

	施設名
	相模湖漕艇場

	建物
	延床面積：3,417.76㎡

	
	管理運営棟

鉄筋コンクリート造　地下１階地上４階
	事務室、医務室、トレーニング室、記録室、応接室、本部室、研修室、展望広場、トイレ

	
	艇庫

3,214.56㎡
	更衣室、シャワー室

艇庫：収容可能艇数226艇

	
	審判棟

203.20㎡

鉄骨造地上４階
	審判判定室、記録室、審判員室

	その他
	敷地の状況
	敷地面積：2,996.90㎡

スロープ　長さ120m　　幅24ｍ

コース　　2,000ｍ　６コース（常設）

1,000ｍ　６コース（仮設）

	
	施設平面図
	別冊の管理運営業務の内容及び基準のとおり

	
	設備・備品等
	別冊の管理運営業務の内容及び基準のとおり


　　
＜相模湖漕艇場の休場日及び開場時間＞
	休場日
	(ｱ)　月曜日（国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日に当たるときを除く。）
(ｲ)　休日の翌日（土曜日、日曜日又は休日に当たるときを除く。）
(ｳ)　12月29日から翌年の１月３日まで
ただし、指定管理者は、必要があると認めるときは、教育委員会の承認を得て、休館日を臨時に変更し、又は臨時に休館日を定めることができます。

	開場時間
	５月１日から９月30日まで　午前７時から午後７時まで

10月１日から４月30日まで　午前８時30分から午後５時まで

ただし、指定管理者は、必要があると認めるときは、教育委員会の承認を得て、開場時間を臨時に変更することができます。


＜相模湖漕艇場の指定管理者に期待される役割＞
ア　ボート競技人口の拡大や競技者の育成を図ることなど、「スポーツ(ボート)振興」に寄与すること

イ　集客促進を図る取組みを企画すること

ウ　ボート競技を行う施設としての特殊性を踏まえた、事故防止や事故発生時の対応など、「安全管理」を確実に実施すること

別表２
県と指定管理者の業務区分（都市公園のみ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	業務の種類
	業　務　内　容
	区　分

	
	
	県
	指定
管理者

	公園施設の維持管理
	植物管理
	樹木・草地・芝生・花壇等の維持・育成
	　
	○

	
	工作物管理
	園路・広場・休養施設・管理施設等の維持・小規模修繕、自家用電気工作物に関する権限
	　
	○

	
	清掃
	塵芥・便所等の清掃
	　
	○

	
	点検巡視
	植物・工作物等の点検巡視
建築物等の定期点検
	　
	○

	
	整備・改修
	建築物等の新築・増築・大規模修繕
	○
	

	公園の運営管理
	安全巡視
	パトロール、救護等
	　
	○

	
	利用指導
	施設案内、利用方法の指導、
苦情対応、県民協働等
	　
	○

	
	利用増進
	広報・催事の実施、利用促進
	
	○

	
	災害時の対応（大規模災害を含む。）
	待機連絡体制確保、被害調査・報告、応急措置（避難者の一時収容を含む。）、防災訓練
	　
	○

	
	
	本格復旧・復興
	○
	

	法的管理
	許認可等
	設置管理許可、占用許可、行為許可、利用の禁止
	○
	

	
	
	有料施設の利用承認、利用料金・使用料徴収
	
	○


別表３
県・教育委員会と指定管理者のリスク分担　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	リスクの種類
	リ　　ス　　ク　　の　　内　　容
	負担者

	
	
	県・教育委員会
	指定管理者

	物価変動
	人件費、物品費等の物価変動に伴う損失及び経費の増
	
	○

	金利変動
	金利変動に伴う損失及び経費の増
	
	○

	法令の改正
	施設管理及び運営に影響を及ぼす法令改正
	○
	

	
	指定管理者に影響を及ぼす法令改正
	
	○

	税制度の変更
	施設管理及び運営に影響を及ぼす税制変更
	○
	

	
	上記以外の税制変更
	
	○

	支払遅延
	指定管理者の責に帰すことのできない理由により、県からの経費の支払遅延によって生じた事由
	○
	

	
	上記以外の場合
	
	○

	政治、行政上の 理由による事業変更
	政治及び行政上の理由から、施設管理及び運営管理の継続に支障が生じた場合、又は業務内容の変更を余儀なくされた場合の経費及びその後の維持管理経費における当該事情による増加経費負担
	○

	

	不可抗力

	不可抗力（天災（暴風、豪雨、洪水、落雷、地震、津波、落盤及び火災）、人災（戦争、テロ、争乱及び暴動）並びに県・教育委員会及び指定管理者の責めに帰すことのできない事由をいい、施設利用者数の増減を含めない。）に伴う施設及び設備の修復による経費の増加及び事業履行不能
	○
	

	書類の誤り
	維持管理基準等、県が責任を持つ書類の誤りによるもの
	○
	

	
	事業計画書等、指定管理者が提案した書類等の内容の誤りによるもの
	
	○

	施設や設備の損傷

	経年劣化によるもの（小規模なもので、１件あたり30万円未満の修繕費）
	
	○

	
	経年劣化によるもの（指定管理者の責めに帰すことのできない損傷で、上記以外のもの）
	○
	

	
	第三者の行為により生じたもので、相手方が特定できないもの
　（小規模なもので、１件あたり30万円未満の修繕費）
	
	○

	
	第三者の行為により生じたもので、相手方が特定できないもの（上記以外のもの）
	○
	

	
	特定される第三者の行為により生じたものへの対応※
	－
	－

	
	指定管理者が公園の利用促進のために自主的に行う修繕等
	
	○

	公園利用者や第三者への
賠償
	指定管理者としての注意義務を怠ったことにより損害（犯罪や事故等の発生）を与えた場合
	
	○

	
	上記以外の理由により損害を与えた場合
	○
	

	事業終了時の
費用
	指定管理業務の期間が終了した場合、又は指定管理者が指定期間途中において業務を廃止した場合における事業者の撤収費用及び引継ぎに要する費用
	
	○

	保険の付保
	①施設賠償責任保険
※都市公園については、県（＝設置者）と指定管理者（＝管理者）がそれぞれの立場に基づいて、別々に保険に加入します。

※スポーツ施設については、教育委員会で一括して保険に加入します。
	○
	(○)

	
	②火災保険
	○
	

	
	上記①、②以外の保険
	
	○


　　
※県・教育委員会と指定管理者は協議の上、互いに協力して告訴等必要な手続を行うものとします。
別表４
申請書類の提出及び様式集作成の留意点
	No
	【申請書類】及び【様式番号（様式名称）】など
	留意点

	１
	【事業計画書の記載方法（文字の大きさなど）について】
	文字の大きさは12ポイントを原則とします。図表の貼り付けなど、見やすくするために、やむ得ない場合は、10ポイントか11ポイントまでとして下さい。
また、横書きで提出してください。

	２
	【提案書類について】
	提案書類は、80ページ以内とします。提案書を80ページ以内というのは、印刷頁を80ページ以内ということです。なお、両面印刷での提出をお願いします。なお、80ページの中に、納税証明書等の付属提出書類は含まれません。

	３
	【様式第４号、申請資格がある旨の誓約書（団体等）】
	「申請資格がある旨の誓約書（団体等）」の印は、実印ですが、印鑑証明書は必要ありません。ただし、必要に応じて印鑑証明書を求めることもあります。

	４
	【様式第５号、役員等氏名一覧表】
	代表者の印は、実印ですが、印鑑証明書は必要ありません。ただし、必要に応じて印鑑証明書を求めることもあります。
また、住所欄については、役員個人の住所を記載してください。

	５
	【申請書類、決算諸表について】
	決算諸表は連結・単体の両方を提出してください。

	６
	【申請書類、納税証明書について】
	納税証明書については、次のものを提出してください。
・法人県民税納税証明書／法人事業税納税証明書（以上県税事務所で発行）
・消費税及び地方消費税納税証明書（税務署で発行）
なお、募集要項２ページ「２　申請資格等」（１）エを参照してください。
また、本社が神奈川県以外の場合には、当該都道府県のもので提出してください。

	７
	【グループ申請の場合の委任状について】
	委任状は任意の様式で提出してください。
なお、委任者と受任者を明記し、委任する権限（例えば、○○公園及び○○センターの指定管理者応募関係書類の作成、提出など申請手続に関する一切の権限）を明記してください。

	８
	【グループ申請の場合の提出書類について】
	「第三セクター指導、調整等に関する要綱」第２条第３号の規定による、自立した法人として認定を受けている公益法人については、グループで応募する場合、※記載部分の書類（４ページの４（１）エ※部分）は、提出しなくても構いません。

	９
	【提案内容の実現性について】
	審査においては、提案内容の実現性についても判断しますので、これまでの管理実績（評価を含む。）があえば、分かりやすく記載してください。


様式第１号
神奈川県立相模湖公園及び神奈川県立相模湖漕艇場　指定管理者指定申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

神奈川県知事
　神奈川県教育委員会　　殿

申請者の主たる

事務所の所在地

法人等の名称

代表者の氏名

　地方自治法第244条の２第３項、神奈川県都市公園条例第30条第１項及び神奈川県立相模湖漕艇場条例第７条の規定により、指定管理者の指定を受けたいので申請します。
　※申請書への押印については、本社名義・本社の印鑑（実印）を要する。
様式第２号

事　業　計　画　書

(相模湖公園及び相模湖漕艇場)
	団体等の名称
	

	代表者の氏名
	

	申請者の主たる

事務所の所在地
	〒



	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	

	担当者名
	


【記載要領】

	○各項目ごとに、※の記載のポイントを踏まえ、記載してください。

○記載欄が不足する場合は、適宜欄を追加するか、別紙で添付するなどしてください。

○別紙で添付する場合は、その旨を記載してください。

（記載例：別紙１のとおり）

○申請者としてのセールスポイントがわかるように記載してください。
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(3)　指定期間を通じて安定して指定管理業務を行うための人材育成や職員採用の状況

　
２　コンプライアンス、社会貢献　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    ・・・・・・・・・・ 53
(1)　指定管理業務を実施するために必要な団体等の諸規程の整備、法令遵守の徹底に向けた取組の状況
(2)　個人情報の保護についての考え方・方針及び個人情報の取扱いの状況

(3)　指定管理業務を行う際の環境への配慮の状況
(4)　障害者雇用促進の考え方

３　これまでの実績                                              　　  ・・・・・・・・・・・ 55
　　 (1)　相模湖公園及び相模湖漕艇場と類似の業務を行う施設等での管理実績の状況

Ⅰ　サービスの向上
	１　指定管理業務実施にあたっての考え方、運営方針等 （提案書１）
(1)　指定管理業務全般を通じた団体等の総合的な運営方針、考え方【共通】
《記載のポイント》

　　　・相模湖公園及び相模湖漕艇場の施設の設置目的や公の施設としての公共性・平等性を十分に理解し、方針として尊重する等、施設の役割を活かし、どのような施設運営を目指すのか、具体的に提案してください。（施設の設置目的：本募集要項２ページ参照）
(2)　相模湖公園と相模湖漕艇場の一体的な管理運営に当たっての基本的な考え方【共通】
(3)　利用者や地域住民、環境等に配慮した管理運営方針【共通】
(4)　相模湖公園の特性を踏まえた管理運営方針【相模湖公園】

※これまでに取り組んだものがある場合には、その内容や実績（評価）等について、できるだけ具体的に記載してください。
(5)　スポーツ・競技振興に関する考え方【相模湖漕艇場】

(6)　業務の一部を委託する場合の考え方、業務内容等【共通】（提案書２）
　　《記載のポイント》

　・業務の一部を委託する場合は、その考え方や業務内容、委託により見込める効果、効率性、選定方法等について具体的に提案してください。
①施設の管理基準等を踏まえた効果的、効率的な委託の考え方

②委託先の選定方法
③県内（地域）経済への配慮、県内（地域）企業への委託の考え方
※これまでに取り組んだものがある場合には、その内容や実績（評価）等について、できるだけ具体的に記載してください。


	２　施設の維持管理（提案書３）
　(1)　一体的な管理運営による効率的な維持管理（経費節減効果を含む）【共通】

　　
(2)　提案内容の実現の見込み【共通】

(3)　植物管理、清掃、保守点検、受付等の維持管理業務についての実施方針【相模湖公園】

(4)　相模湖公園の特性と課題をふまえた維持管理の考え方【相模湖公園】

(5)　清掃、保守点検、受付等の維持管理業務についての実施方針【相模湖漕艇場】
※これまでに取り組んだものがある場合には、その内容や実績（評価）等について、できるだけ具体的に記載してください。
＜付属書類＞（相模湖公園のみ）
年間維持管理計画表
　　※年間作業のうち、植物管理・施設管理・清掃管理等についてバーチャート（工程表）による年間作業計画（平成27年度分）を作成してください。
　　※表の中には管理項目・業務内容・規模・単位・実施回数・業務内容・作業時期等を記入してください。
３　利用促進のための取組、利用者への対応、利用料金（提案書４）
(1)　より多くの利用を図るために行う広報・ＰＲ活動の内容等【共通】
《記載のポイント》

　　　・より多くの利用を図るためにどのようにＰＲしていくのか、具体的な取組みを記載してください。
・利用者数の目標値についても記載してください。
(2)　提案内容の実現の見込み【共通】
《記載のポイント》

　　　・上記（１）に関する提案内容の実現の見込みを記載してください。
(3)　より多くの利用を図るために実施する事業の実施方針、内容等の考え方【相模湖公園】
・利用促進のためのイベントの開催
・閑散期の園内施設の有効活用についても記載してください。
(4)　より多くの利用を図るために実施するボート競技等の振興に関する取組の実施方針、内容等
【相模湖漕艇場】
・将来に向けた競技人口の拡大、競技者の育成及びボート競技に対する県民への周知・理解についての取組

・施設の特性を活かした自主事業の内容
※これまでに取り組んだものがある場合には、その内容や実績（評価）等について、できるだけ具体的に記載してください。
(5)　自主事業の運営【相模湖公園】（提案書５）　
○　当該公園における自主事業について提案してください。
・当該公園の設置目的を踏まえた自主事業について、具体的な提案を記載してください。
　　　（なお、料金を徴収する場合、その料金設定に対する考え方等も記載してください。）
・事業の実施体制など具体的な内容を記載してください。
また、業務の一部を委託する場合、具体的な委託業務内容とともに、指定管理者としての点検方法、指導監督等についても記載してください。
（具体的な委託業務内容は、様式第３号「委託予定業務一覧表」に記載してください。）
※これまでに取り組んだものがある場合には、その内容や実績（評価）等について、できるだけ具体的に記載してください。
＜付属書類＞
　駐車場事業計画（該当施設がある場合）
　※自主事業とは、指定管理者自らが（費用負担するなどして）実施する事業のことであり、必要に応じて管理許可などを受けて実施する事業のことを指します。指定管理業務として(指定管理料の中から支出負担するなどして）、実施するイベントなどは自主事業ではなく、利用促進事業として扱います。
(6)　利用料金の設定、減免の考え方【相模湖漕艇場】（提案書６）
《記載のポイント》

・利用料金制の主旨や内容をどのように理解していますか。また、利用料金制を施設の運営にどのように生かしていくのか考え方を記載してください。
　《記載のポイント》

・施設等の利用料金は、条例に定める額の範囲内において、指定管理者が教育委員会の承認を得て　定めることができます。利用料金を次の表により設定するとともに、利用料金設定の考え方や理由を記載してください。
【利用料金表】

区分※１
単位

利用料金

現行条例規定利用料金の上限額※２
(参考)

承認後の

利用料金
艇庫

艇長10メートル未満のボート
利用の期間が１日以上６月未満の場合

１日
円

100円
神奈川県立相模湖漕艇場減免規定のとおり（別表）

利用の期間が６月以上１年未満の場合

１月
円

2,930円
利用の期間が１年の場合

１年
円

30,490円
艇長10メートル以上のボート
利用の期間が１日以上６月未満の場合

１日
円

160円
利用の期間が６月以上１年未満の場合

１月

円

4,130円
利用の期間が１年の場合

１年
円

45,210円

ボート
１人漕(こ)ぎボート

２時間

円

330円

２人漕(こ)ぎボート

同
円

570円

４人漕(こ)ぎボート

同
円

910円

６人漕(こ)ぎボート

同
円

1,150円

８人漕(こ)ぎボート

同
円
1,370円

オール
１本２時間
円

220円

パドル

同
円
220円

スカルオール

１組２時間
円
220円

※１　区分については提案に応じ適宜追加してください。（例：県内、県外、一般、学生など）
　※２　現行条例規定利用料金の上限額は、現行の消費税率に基づく利用料金の上限額です。今後、消費税率の上昇に伴い、区分によっては、利用料金の上限額を引上げる可能性があります。

【別表（参考）】

減免する体育行事
利用料金の減免額

〇県が実施する体育行事
免除

〇児童・生徒を対象とした体育行事

〇心身に障害のある者又は高齢者を対象とした体育行事※
１／２の額

に減額

〇特定非営利活動法人神奈川県ボート協会が主催する体育行事
３／５の額

に減額

〇市町村が主催する体育行事

〇体育の振興を図ることを目的とした公共的団体が主催する体育行事

〇大学、短期大学又は高等専門学校が主催する体育行事
４／５の額

に減額

　※解釈（心身に障害のある者又は高齢者を対象とした体育行事）

　　〇利用料金の減免額

　　　＊心身に障害のある者が乗艇利用するとき

　　　　・心身に障害のある者は、障害者手帳を有する者を対象にする。

　　　　・心身に障害のある者（グループ内の対象者は含まれる。）が利用艇人数の１/２を超えて利用するとき、利用料金を１／２の額に減免する。

　　　　　　１×　　（１名）－　対象

　　　　　　２×　　（１名）－　対象外、　　（２名）－　対象

　　　　　　４×＋　（２名）－　対象外、（３名以上）－　対象

　　　　　　８＋　　（４名）－　対象外、（５名以上）－　対象

　　　　・心身に障害のある者がオールを利用するとき、利用料金を１／２の額に減免する。

　　　　　　オール（パドル）１本単位

　　　　　　スカルオール　　１組単位

　　　＊高齢者が乗艇利用するとき

　　　　・高齢者は65歳以上を対象とする。

　　　　・高齢者が利用艇人数の１／２を超えて利用するとき、利用料金を１/２の額に減免する。

１×　　（１名）－　対象

２×　　（１名）－　対象外、　　（２名）－　対象

４×＋　（２名）－　対象外、（３名以上）－　対象

８＋　　（４名）－　対象外、（５名以上）－　対象

　　　　・高齢者がオールを利用するとき、利用料金を１／２の額に減免する。

　　　　　　オール（パドル）１本単位

　　　　　　スカルオール　　１組単位

【利用料金設定の考え方、理由】
(7)　接客、苦情処理、利用指導等の考え方【共通】（提案書７）
《記載のポイント》

　　　・利用者の意見等の把握や、苦情・要望に対する的確な把握と対応方法等について、その内容の事業等への反映をどのように行っていくのか具体的な取組みを記載してください。
①接客対応及びその研修等
②苦情処理の対応及びその研修等
　　

③利用者への公園の利用指導及びその研修等
　　
※これまでに取り組んだものがある場合には、その内容や実績（評価）等について、できるだけ具体的に記載してください。
(8)　サービス向上のために行う利用者ニーズ・苦情の把握及びその内容の事業等への反映の仕組み【共通】（提案書７）
《記載のポイント》

　・どのような利用促進のための事業を行い、サービスの向上につなげていくのか具体的な取組みを記載してください。

(9)　提案内容の実現の見込み【共通】（提案書７）
《記載のポイント》

　　　・上記（７）、（８）に関する提案内容の実現の見込みを記載してください。
※これまでに取り組んだものがある場合には、その内容や実績（評価）等について、できるだけ具体的に記載してください。


	４　事故防止等安全管理

　(1)　通常の指定管理業務を行う中での事故防止等の取組内容【共通】（提案書８）
①防犯対策等安全確保の実施体制
　　②施設の安全対策及び水害防止

③維持管理業務における日常の作業の安全対策

　　④安全管理の指針の整備（例：ハザードマップ、施設点検マニュアル等）

　　⑤安全対策の研修について記載してください。
(2)　事故、異常気象等の緊急事態が発生した場合の対応方針【共通】（提案書９）
①事故や災害発生時等の緊急時の体制及び初期対応
　　②避難誘導、公園の利用制限等を考慮した連絡方法及び対応
③暴風大雪警報発令時の対策についても記載してください。

(3)　急病人等が生じた場合の対応（救急救命士等の配置、救命に関する職員研修等）
（提案書９）
(4)　提案内容の実現の見込み【共通】（提案書８、９それぞれに記載してください。）
《記載のポイント》

　　　・上記（１）～（３）に関する提案内容の実現の見込みを記載してください。
(5)　ボート競技等の危険性に鑑み、指定管理業務を行う際の事故防止等の安全性の確保に関する取組【相模湖漕艇場】（提案書９）
《記載のポイント》
・事故防止に関するマニュアルの作成、職員研修の実施、有資格者の配置等、利用者の事故防止へ向けた取組みについて具体的に記載してください。
※これまでに取り組んだものがある場合には、その内容や実績（評価）等について、できるだけ具体的に記載してください。
(6)　当該公園の「震災時対応の考え方」に示す初動体制等への対応【共通】（提案書10）
(7)　大規模災害発生時の施設の特性、立地状況等に応じた災害対応の考え方（両施設の連携、地域との連携、防災訓練、災害対応物品の備蓄、災害発生時の協力等）【共通】（提案書10）
《記載のポイント》
・事故や震災等の緊急事態が発生した場合における対応について、利用者の安全確保等の緊急時の体制を含めて具体的に記載してください。
①地域との連携

②防災訓練

③職員への教育
④災害対応物品の備蓄

⑤災害発生時の協力等について記載してください。
(8)　提案内容の実現の見込み【共通】（提案書10）
《記載のポイント》

　　　・上記（6）、（7）に関する提案内容の実現の見込みを記載してください。
※これまでに取り組んだものがある場合には、その内容や実績（評価）等について、できるだけ具体的に記載してください。

	５　地域と連携した魅力ある施設づくり（提案書11）
(1)　地域人材の活用、地域・関係機関との協力体制の構築【共通】
(2)　ボランティア団体等との連携、協働及び育成【共通】
《記載のポイント》

・相模湖公園及び相模湖漕艇場の運営を行う上で、地域人材の活用、地域との協力体制の構築及び　ボランティア団体等の育成・連携をどのようにとっていくか具体的に記載してください。

(3)　周辺施設との交流・連携【共通】
(4)　一体的な管理における地域企業等への一括的な業務委託による迅速、かつ、きめ細かいサービスの提供に向けた取組内容【共通】
《記載のポイント》

　　 ・地域企業等への業務委託についてどのように行っていくのか具体的な取組みを記載してください。
(5)  企業のＣＳＲ活動（社会的責任、社会貢献）や学校等との連携について【共通】
（実現可能なもの）
(6)　提案内容の実現の見込み【共通】
※これまでに取り組んだものがある場合には、その内容や実績（評価）等について、できるだけ具体的に記載してください。
(7)　他の公園との連携【相模湖公園】
(8)　地域振興に関する取組【相模湖漕艇場】
※これまでに取り組んだものがある場合には、その内容や実績（評価）等について、できるだけ具体的に記載してください。



Ⅱ　管理経費の節減等（提案書12）
積算内訳及び経費節減の考え方について記入してください。
・積算（内訳）において特に留意した事項、経費節減について工夫した点、努力した点等
＜付属書類＞
１　相模湖公園に係る収支計画書　（単位：千円）
	項      目
	H27

	H28
	H29
	H30
	H31

	収  入
	①指定管理料
	　
	　
	　
	
	　

	
	②駐車場収入
	　
	　
	　
	
	　

	
	③自動販売機利益
	
	
	
	
	

	
	収入計
	　
	　
	　
	
	　

	支         出
	公 園 維 持 管 理 業 務
	事務費
	一般管理費
（消耗品、図書代、通信運搬費、職員旅費等）
	　
	　
	　
	
	　

	
	
	
	光熱水費
（電気、上下水道等）
	
	
	
	
	

	
	
	
	保険料（施設管理者賠償責任保険など）
	
	
	
	
	

	
	
	管理費
	植物管理
	
	
	
	
	

	
	
	
	施設管理
	
	
	
	
	

	
	
	
	清掃管理
	
	
	
	
	

	
	
	
	運営管理（利用促進費等）
	
	
	
	
	

	
	
	
	人
件
費
	常勤給与・賞与
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	非常勤給与・賞与
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	各種手当
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	法定福利費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	アルバイト賃金
	
	
	
	
	

	
	
	
	修繕費
	
	
	
	
	

	
	
	
	諸掛
	
	
	
	
	

	
	駐車場経費
	使用料
	
	
	
	
	

	
	
	駐車場運営費
	
	
	
	
	

	
	事務経費
	一般管理費等経費
	
	
	
	
	

	
	租税公課
	消費税等
	
	
	
	
	

	
	支出計
	
	
	
	
	


＊支出について、各経費項目の算出根拠を記載した資料を付けてください。様式は任意とします。例えば、人件費であれば、１時間当たりの単価、労働時間、社会保険料等を記載してください。
また、支出について、植物管理、施設管理、清掃管理、運営管理等にかかる直営作業の人件費は、それぞれの項目ごとに配分するのではなく、「人件費」の内訳の中に計上してください。
２　相模湖公園に係る収入積算内訳書
  (＊)　駐車場収入及び利用料金収入については、応募者で積算して提案額（指定管理料）を算定してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)
	項　　　　目

	Ｈ27
	Ｈ28
	Ｈ29
	Ｈ30
	Ｈ31

	①　指定管理料

	
	
	
	
	　

	　　②　駐車場収入

	　
	
	
	　
	　

	③ 自動販売機利益


	
	
	
	
	

	収入計

	　
	
	
	　
	　


３　相模湖漕艇場に係る収支計画書（平成２７年度～３１年度の収支計画書）

収　支　計　画　書　（例）

［平成27年度の収入計画］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	   区　　分
	 　金　　額
	              具体的な積算

	指定管理料
	
	

	利用料金
	
	

	計
	
	


※　利用料金収入の積算にあたっては、別冊「神奈川県立相模湖漕艇場管理運営業務の内容及び基準」別紙６－１及び６－２（過去３年間の利用状況実績・料金収入実績）を参考にしてください。

［平成27年度の支出計画］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	           　　　　　　　　　　　　   
	　　内　　訳
	　金　　額
	     具体的な積算

	人件費
	給与
	
	

	
	手当等
	
	

	
	法定福利費
	
	

	
	アルバイト賃金等
	
	

	事務費
	旅費
	
	

	
	消耗品・備品費
	
	

	
	印刷製本費
	
	

	
	通信運搬費
	
	

	
	事務機器リース料
	
	

	
	その他
	
	

	管理費
	光熱水費
	
	

	
	清掃料金
	
	

	
	害虫駆除費
	
	

	
	廃棄物処理費
	
	

	
	競技艇メンテナンス費
	
	

	
	コース敷設撤去委託費
	
	

	
	修繕費
	
	

	
	保守点検費
	
	

	
	保守管理費(夜間警備)
	
	

	一般管理費
	
	
	

	消費税
	
	
	

	　　計
	
	


１）平成27年度は、平成27年４月１日～平成28年３月31日とします。
２）同様に、平成28年度～31年度の各年度ごとに作成してください。

３）区分欄、内訳欄は、適宜追加して、できるだけ詳しく記載してください。

４）積算根拠となる資料を適宜添付してください。特に人件費については、詳細な内訳を添付してください。

５）別冊「神奈川県立相模湖漕艇場管理運営業務の内容及び基準」別紙４（相模湖漕艇場の想定収支）を参考にしてください。

	経費積算内訳
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	（単位：千円）

	項目
	27年度
	内訳欄
	28年度
	29年度
	30年度
	31年度

	人件費（給与、各種手当、法定福利費、アルバイト賃金等）
	　
	内訳書１のとおり
	　
	　
	　
	　

	旅費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	消耗品費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	印刷製本費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	通信運搬費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	事務機器リース料
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	光熱水費
（電気使用料、上下水道使用料、ガス使用料）
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	修繕費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	保守点検費等
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	清掃料金
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	樹木剪定費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	業務委託料（個別に記載）
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	夜間警備費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	(その他必要に応じて記載)
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	内訳書１「人件費」
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	職員数内訳（所長　　　常勤職員　　名　　　非常勤、アルバイト等　　名）
	　

	　
	
	
	
	
	
	　

	給与
	
	
	
	
	
	　

	　所長
	単価×人数×　　か月＝　　　　千円
	
	
	　

	　常勤職員
	単価×人数×　　か月＝　　　　千円
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	
	　

	賃金
	
	
	
	
	
	　

	　非常勤職員等
	単価×人数×　　か月＝　　　　千円
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	
	　

	各種手当等
	
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	
	　

	その他
	
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


Ⅲ　団体の業務遂行能力（提案書13）
	１　人的な能力、執行体制

(1)　指定期間を通じて両施設を効果的・効率的に指定管理業務を行うための人員配置等の状況

《記載のポイント》
・相模湖公園及び相模湖漕艇場の運営に関する組織及び職員構成を職名、指揮命令系統が分かるように組織図を記載してください。（職員数は【内訳書「人件費」】と整合するよう注意してください。）なお、組織図に記載された職員全てについて次の事項を記載してください。特に、防火管理者等資格を要する者の配置については必ず記載してください。

・就業条件（勤務時間、休日設定等）

・職務分担及び職務内容

・雇用関係（常勤・非常勤・アルバイト等）
・現地責任者の役割及び経歴
・現地の職員配置計画（組織図、勤務ローテーション）（別表で示してください）
・公園管理運営士、造園技能士、造園施工管理技士等公園の管理運営に係る有資格者
の配置状況
・県・教育委員会、県出先事務所、指定管理者本部、指定管理者現地との連絡体制
についても記載してください。

(2)　業務の一部を委託する場合の管理・指導体制の状況
《記載のポイント》

　　　・業務の一部を委託する場合は、その管理・指導体制について記載してください。
(3)　指定期間を通じて安定して指定管理業務を行うための人材育成や職員採用の状況
　　《記載のポイント》
・相模湖公園及び相模漕艇場の運営に必要な人材を確保するための職員採用にあたっての選考方法、選考基準、採用数等について記載してください。
・職員採用の具体的な見通しについて、記載してください。
　　　・相模湖公園及び相模湖漕艇場の運営に携わる職員の資質向上の観点から、人材育成の考え方、研修内容や研修計画について、記載してください。
２　コンプライアンス、社会貢献（提案書14）
(1)　指定管理業務を実施するために必要な団体等の諸規程の整備、法令遵守の徹底に向けた取組の状況
《記載のポイント》

　　・関係法令や条例等の規定を遵守した適切な施設運営という観点から、特にどのようなことに留意すべきか考え方を記載してください。
《記載のポイント》

　　　・法令遵守について、職員に徹底するための教育･研修等について具体的に記載してください。
(2)　個人情報の保護についての考え方・方針及び個人情報の取扱いの状況
《記載のポイント》

　・個人情報保護の観点から、相模湖公園及び相模湖漕艇場の管理運営業務において、特にどのようなことに留意すべきと考えるか記載してください。

　　　・相模湖公園及び相模湖漕艇場の管理運営業務で取り扱う個人情報を保護するための具体的な管理体制について記載してください。

・個人情報保護について、職員に徹底するための教育･研修等について具体的に記載してください。

(3)　指定管理業務を行う際の環境への配慮の状況
《記載のポイント》

　・相模湖公園及び相模湖漕艇場の管理運営業務において、環境への配慮という観点から、具体的にどのような取組みを考えているか記載してください。
(4)　障害者雇用促進の考え方
《記載のポイント》

　　　・障害者雇用の促進についての考え方を記載してください。
３　これまでの実績（提案書15）
(1)　相模湖公園及び相模湖漕艇場と類似の業務を行う施設等での管理実績の状況
《記載のポイント》

　　　・両施設の特性を生かせるような類似施設での実績がありましたら、具体的に記載してください。
・官民を問わず、過去５年以内に取り組んだ両施設の管理実績や、類似施設の管理（運営）に実績がある場合は記載してください。また、その評価（公表されている自治体のモニタリング評価を含む。）等がある場合には、併せて記載してください。
※公園の管理実績には、応募する県立都市公園のほか、他の県立都市公園、他の自治体の都市公園を含みます。類似施設とは、県立自然公園、国定公園、国立公園、動物園、遊園地等を想定しています。



（様式第３号）
　　　　　　　　　　　　　　　委託予定業務一覧表（例）
　
委託を予定している業務について記載してください。
　このうち、県が指定する業務について、指定管理者は（指定後に）再度文書を提出していただき、県から文書による承認を受けていただきます。
　業務名ごとに業務内容等を記載することが望ましいものですが、難しい場合は、業務区分、業務内容等を記載してください。　
	業務区分
（注）
	業務名

	業務内容
	委託を行う
理由

	委託に係る
予算額（概算）
	委託先選定方法、選定時期、選定方法の考え方


	施設保守点検業務

	ボイラー等
運転業務
	給湯用、暖房用のボイラー、冷凍機の運転及び保守委託業務
	免許及び専門的な知識を要する業務のため
	５００千円
	指定管理業務開始前に、一般競争入札により価格が最も低い者を選定する。

	
	消防設備
保守点検
業務

	消防設備の法定点検業務
	免許及び専門的な知識を要する業務のため

	４００千円
	指定管理業務開始前に、施設所在の市の業者の中から指定して、価格が最も低い者を選定する。

	
	音響設備保守点検業務
	大型音響機器の保守業務
	専門的な知識を要する業務のため
	１００千円
	指定管理業務開始前に系列会社を選定する。

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）業務名ごとに業務内容等を記載することが望ましいが、難しい場合は、業務区分、（業務区分に応じた）業務内容等を記載する。指定管理業務開始前には、県から指定する業務については、「業務名」ごとに記載する。　
（様式第４号）
申請資格がある旨の誓約書（団体等）
  神奈川県立相模湖公園及び神奈川県立相模湖漕艇場に係る指定管理者指定申請を行うに当たり、下記に掲載した事項は事実に相違ありません。
平成　　年　　月　　日
団体等の名称、所在地
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
記
神奈川県立相模湖公園及び神奈川県立相模湖漕艇場指定管理者募集要項「２申請資格等 (1)申請資格」については、いずれも満たしています。
（様式第５号）
役 員 等 氏 名 一 覧 表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成    年   月   日現在の役員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	役職名
	氏  名
	氏名のカナ
	生年月日

(大正T,昭和S,平成H)
	性別

(男･女)
	住  所

	代表者
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	


　記載されたすべての者は、代表者又は役員に暴力団員がいないことを確認するため、本様式に記載された情報を神奈川県警察本部に照会することについて、同意しております。

　　　　　　　　　                団 体 名　　　 　　　　　　　　                              代表者氏名                        印

○法人格をもたない団体の場合は、代表者について記載してください。

○法人の場合は、役員※すべてについて記載してください。

　※　業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含みます。
（構成員毎に提出すること。）

（様式第６号）
グループ構成員表
　　　グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
　　（代表となる団体）所在地
　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　（構成員）所在地
　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　（構成員）所在地
　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印
　
（様式第７号）
グループ構成員の当該グループを代表する法人又は団体への申請手続に係る委任状
                                   グループの名称
                                   構成員           所在地
                                                    名　称
                                                    代表者名         　 印
　私は、下記のグループ代表者を代理人と定め、申請手続きに係る権限を委任します。
　受任者
                  住　所   
グループ代表者  名　称   
                  代表者名
（構成員毎に提出すること(受任者を除く)。）

（様式第８号）
指定管理者の募集へのグループによる申請に当たっての誓約書
  神奈川県立相模湖公園及び神奈川県立相模湖漕艇場に係る指定管理者の募集にグループで申請するに当たり、次のことを誓約します。
１　各構成員は、相模湖公園及び相模湖漕艇場の管理運営業務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
２　各構成員は、神奈川県・教育委員会及び他の構成員の承認がなければ、管理運営業務の履行を完了する日まではグループを脱退しない。　
３　構成員のうち管理運営業務の履行を完了する日前において、神奈川県・教育委員会他の構成員の承認を得て脱退するものがある場合においては、残存構成員が連帯して管理運営業務を履行する。
４　構成員のうちいずれかが管理運営業務の履行を完了する前において解散した場合に　　は、残存構成員が連帯して管理運営業務を履行する。
平成　　年　　月　　日
                                  グループ名
                                （グループ代表者）
                                    所 在 地
                                    名　  称
                                    代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印
                                （グループ構成員）
                                    所 在 地
                                    名　  称
                                    代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印
                                （グループ構成員）
                                    所 在 地
                                    名　  称
                                    代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印
（様式第９号）
質　問　票
　　　団体等の名称
　担当者名
　　　　連絡先（電話）
　　　　　　　　（ＦＡＸ）
	質 問 項 目
	質 問 内 容

	（質問の対象となる公園の名称、募集要項の該当頁を記入してください）

	


（参考様式第１号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日　報（例）
施設名：○○公園　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務名：清掃管理
平成○年○月○日　　　　　天候：○○
記録者（担当責任者）：○○○○
１　勤務員氏名
	氏　名
	勤務時間
	　　　　　　主な業務

	
	：　　～　　　：
	

	
	：　　～　　　：
	

	
	：　　～　　　：
	


２　業務記録
	管理項目
	仕様書
	　　　事業計画
	　　作業内容

	日常清掃
	園内清掃
	
	
	

	
	施設清掃
	
	
	

	
	建物清掃
	
	
	

	
	トイレ清掃
	
	
	

	
	○○○
	
	
	

	定期清掃
	トイレ清掃
	
	
	

	
	○○○
	
	
	

	
	○○○
	
	
	

	特記事項（異常の有無、事故報告、苦情、その他）

	

	担当責任者

	


３　総括責任者による評価
（良　否）
	コメント

	

	担当責任者

	


＊　必要に応じて図面を添付
＊　日報は、清掃管理、施設管理、植栽管理、運営管理ごとに作成します。
（参考様式第２号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月　報（例）
施設名：○○公園　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務名：清掃
平成○年○月
記録者（担当責任者）：○○○○
１　作業人員等
	計画内実績
	計画外実績
	主な業務

	計画内人員　　　　　　　名
	計画外人員　　　　　　　名
	

	作業時間　　　　　　　時間
	作業時間　　　　　　　時間
	


２　業務記録
	室名等
	仕様書
	　　　事業計画
	　　作業内容

	日常清掃
	玄関ホール
	ゴミがなく、玄関周り等に汚れがない
	床ふき、壁ふき（１回以上／日）
	作業日数：　　　日
状況：

	
	エレベータホール
	○○○○○○○○○○○○○○○○○○
	○○○○○○○○○○○○○○○○○○
	作業日数：　　　日
状況：

	
	事務室
	○○○○○○○○○○○○○○○○○○
	○○○○○○○○○○○○○○○○○○
	作業日数：　　　日
状況：

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	定期清掃
	
	
	
	

	
	○○○
	
	
	

	
	○○○
	
	
	

	特記事項（異常の有無、事故報告、苦情、その他）

	

	担当責任者

	


３　総括責任者による評価
（良　否）
	コメント

	

	担当責任者

	


＊　当月分の日報を添付する。
＊　月報は、清掃管理、設備保守、建築物保守、植栽管理、警備ごとに作成します。




























